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� 水源から蛇口までの

総合的な水質管理
 
� 新規サービスの導入

等によるお客さまサ
ービスの

可能なものについては、業務

により、業務の

 

メリット
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及び業務⼿法の⾒直
し等による業務の効
率化 
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解消 

技術管理者を中⼼と
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水源から蛇口までの
総合的な水質管理

新規サービスの導入
等によるお客さまサ
ービスの維持・

可能なものについては、業務

業務の効

メリット 

スケールメリット 
業務⼿法の⾒直

業務の効

企業団の技術⼒・組
織⼒を活⽤した非常
時対応の充実 

人員の適正配置に 
よる技術継承問題の

技術管理者を中⼼と
した専門技術職によ
る確実な事業運営 

水源から蛇口までの
総合的な水質管理 

新規サービスの導入
等によるお客さまサ

維持・向上 
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図 6.1  統合後の組織（イメージ）統合後の組織（イメージ）統合後の組織（イメージ） 
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．経営計画 

（１）検討方針 

    経営計画の策定に当たっては、次に示す方針でシミュレーションを行う。

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

）検討結果 

単独経営する場合と統合する場合の

（グラフ内の数値は、シミュレーション上での料金改定年度と改定率）
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経営計画の策定に当たっては、次に示す方針でシミュレーションを行う。

 検討期間は、

 新会計基準に準拠する（平成

 統合する場合のシミュレーションで

備事業費の１／３

 損益及び資金残高等を勘案し

 主たる収益である給水収益

を採用する。

 支出について、

平成 25 年度の決算値を採用

 施設整備事業費

 千早赤阪村については、厳しい経営状況を勘案し、統合後

出資及び補助を考慮する。
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（グラフ内の数値は、シミュレーション上での料金改定年度と改定率）
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損益及び資金残高等を勘案し

主たる収益である給水収益

を採用する。 

支出について、将来値を実績値

年度の決算値を採用

施設整備事業費は、施設整備計画で

千早赤阪村については、厳しい経営状況を勘案し、統合後

出資及び補助を考慮する。
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（15％）

経営計画の策定に当たっては、次に示す方針でシミュレーションを行う。

年間（平成 25～64

新会計基準に準拠する（平成 26 年度から適用）。

統合する場合のシミュレーションで

の財源に国の交付金（

損益及び資金残高等を勘案し、必要

主たる収益である給水収益の算出にあたっては、

将来値を実績値等で一律設定する項目（維持管理費等）は、基本的に

年度の決算値を採用する。

施設整備計画で

千早赤阪村については、厳しい経営状況を勘案し、統合後

出資及び補助を考慮する。 

単独経営する場合と統合する場合の水道料金（供給単価）

（グラフ内の数値は、シミュレーション上での料金改定年度と改定率）

水道料金（供給単価）の比較

H39
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H34 H36 H38 H40

％）

経営計画の策定に当たっては、次に示す方針でシミュレーションを行う。

64 年度）とし、

年度から適用）。

統合する場合のシミュレーションでは、平成 29

国の交付金（水道事業運営基盤強化推進事業

、必要な場合は、

の算出にあたっては、

で一律設定する項目（維持管理費等）は、基本的に

。 

施設整備計画で検討した事業費を採用する

千早赤阪村については、厳しい経営状況を勘案し、統合後

水道料金（供給単価）

（グラフ内の数値は、シミュレーション上での料金改定年度と改定率）

水道料金（供給単価）の比較
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年度

経営計画の策定に当たっては、次に示す方針でシミュレーションを行う。

）とし、簡易ツールを

年度から適用）。 

29～38 年度の

水道事業運営基盤強化推進事業

な場合は、料金の値上

の算出にあたっては、水需要予測結果

で一律設定する項目（維持管理費等）は、基本的に

事業費を採用する

千早赤阪村については、厳しい経営状況を勘案し、統合後

水道料金（供給単価）の比較

（グラフ内の数値は、シミュレーション上での料金改定年度と改定率） 

水道料金（供給単価）の比較 
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（14％）

経営計画の策定に当たっては、次に示す方針でシミュレーションを行う。 

簡易ツールを使用する。

の 10 年間について、施設整

水道事業運営基盤強化推進事業

料金の値上げを行う。

水需要予測結果のケース３（低位値）

で一律設定する項目（維持管理費等）は、基本的に

事業費を採用する。 

千早赤阪村については、厳しい経営状況を勘案し、統合後 10 年間は

の比較 

（単位：円/m
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単独経営
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％）

H57

（10％）

使用する。 

について、施設整

水道事業運営基盤強化推進事業）を見込む。

げを行う。 

ケース３（低位値）

で一律設定する項目（維持管理費等）は、基本的に

年間は一般会計からの

（単位：円/m3）
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統合
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％）

について、施設整

）を見込む。 

ケース３（低位値）

で一律設定する項目（維持管理費等）は、基本的に

一般会計からの
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給単価）の値上げを抑制（値上げ幅の縮小や値上げ時期の延期）できる
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．まとめ 

❚お客さまサービスの維持

○ お客さまサービス
は、
導入

❚給水安定性の向上

○ 基幹管路の耐震化率の着実な向上が⾒込めるなど、⽔道料⾦（供給単
価）の値上げを抑制しながらも将来の⽔道施設の安定性の向上を
ることが確認できた。

❚運営基盤の強化

定量・定性的メリットが発現することにより、運営基盤の強化
ことが確認できた。

 
○ 定量的メリットについては、施設整備において、施設の最適配置によ

る⼀部施設の統廃合やダウンサイジングを⾏うことにより、３団体と
もに事業費の低減を図ることができた。また、
により、将来の⽔道料⾦（供給単価）の値上げを抑制（値上げ幅の縮
小や値上げ時期の延期）できることが確認できた。

○ 定性的メリットについては、
の持つ技術⼒や組織⼒（⼈的資源）
び技術継承問題の解消等

○ ３団体との統合が実現すれば、企業団が取⽔から家庭までの⽔道事業
全体を担うこととなり

 

 

 

 

お客さまサービスの維持

お客さまサービス
は、３団体の現⾏体制を基本とする
導入等により

給水安定性の向上

基幹管路の耐震化率の着実な向上が⾒込めるなど、⽔道料⾦（供給単
価）の値上げを抑制しながらも将来の⽔道施設の安定性の向上を
ることが確認できた。

運営基盤の強化

定量・定性的メリットが発現することにより、運営基盤の強化
ことが確認できた。

定量的メリットについては、施設整備において、施設の最適配置によ
る⼀部施設の統廃合やダウンサイジングを⾏うことにより、３団体と
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び技術継承問題の解消等

３団体との統合が実現すれば、企業団が取⽔から家庭までの⽔道事業
全体を担うこととなり

※ 今回の統合

とから、企業団ひいては企業団構成団体の水道事業の経営には影響はない。

※ 統合する水道事業同士の会計についても、統合時は区分

への影響がないと認められる状況になれば順次、統合していくことから、

統合する水道事業の経営にも影響はない。

お客さまサービスの維持

お客さまサービスを維持するため、
３団体の現⾏体制を基本とする

により利便性の向上を

給水安定性の向上 
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とから、企業団ひいては企業団構成団体の水道事業の経営には影響はない。

統合する水道事業同士の会計についても、統合時は区分

への影響がないと認められる状況になれば順次、統合していくことから、
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定量的メリットについては、施設整備において、施設の最適配置によ
る⼀部施設の統廃合やダウンサイジングを⾏うことにより、３団体と
もに事業費の低減を図ることができた。また、
により、将来の⽔道料⾦（供給単価）の値上げを抑制（値上げ幅の縮
小や値上げ時期の延期）できることが確認できた。

定性的メリットについては、業務
の持つ技術⼒や組織⼒（⼈的資源）
び技術継承問題の解消等の効果が⾒込めることが確認できた。

３団体との統合が実現すれば、企業団が取⽔から家庭までの⽔道事業
全体を担うこととなり、府域⼀⽔道への⼤きな推進⼒になる。

においては、水道用水供給事業と水道事業の会計を

とから、企業団ひいては企業団構成団体の水道事業の経営には影響はない。

統合する水道事業同士の会計についても、統合時は区分

への影響がないと認められる状況になれば順次、統合していくことから、
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統合メリット
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を維持するため、統合後の当面の事業運営
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図れることが確認できた

基幹管路の耐震化率の着実な向上が⾒込めるなど、⽔道料⾦（供給単
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もに事業費の低減を図ることができた。また、
により、将来の⽔道料⾦（供給単価）の値上げを抑制（値上げ幅の縮
小や値上げ時期の延期）できることが確認できた。

業務の⼀元化等による効率化や
の持つ技術⼒や組織⼒（⼈的資源）の活用によ

効果が⾒込めることが確認できた。

３団体との統合が実現すれば、企業団が取⽔から家庭までの⽔道事業
府域⼀⽔道への⼤きな推進⼒になる。

水道用水供給事業と水道事業の会計を
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